平成　　年　　月　　日

宮城県地域事務局長　殿

応募者　申請者住所（〒　　　　　　　　　）
名　　　　 称   
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金事業計画書の提出について
  ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金に係る補助金の交付を受けたいので、下記１．から３．の書類を添えて提出します。
　また、当社は「ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金」の交付を受ける者として下記４．に定める不適当な者のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１．事業計画書（様式２）
２．決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書）
（これらの書類がない設立後２年未満の企業は、決算書に加えて事業計画書及び収支予算書を提出してください。）
３．定款（若しくは商業登記簿謄本）　（※提出日より３カ月以内に発行された謄本）
４．ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金の交付を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
　　（注）計画書の用紙サイズは、Ａ４版の片面印刷とし、決算書・パンフレット・定款など他の提出書類とともに左側に縦２穴で穴を開け（ホッチキス止め不可）、一部ずつ紙製のフラットファイルに綴じ込んでください。


事業計画書
　（１）応募者（企業等）の概要等
（共同申請者がある場合は、本ページを複製して、全ての応募者（企業等）について記載してください。）
	１．応募者の概要

	
	名　　称：　

	
	代表者名及び役職名：　

	
	住　　所：　
開発機能の有無：（有・無）

	
	開発拠点が上記以外の場合の補助事業の主たる実施場所


	
	電話番号：　　
	FAX番号：　

	
	担当者名及び役職名：　

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　

	
	資本金(出資金)
	　　万円　
	従業員
	　　人　

	
	主たる業種（日本標準産
分類、中分類）
	
	創業又は
設立日
	　Ｍ ・ Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ
　　　　年　　　月　　　日

	
	加盟業界団体等
	　

	

	２．株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成　　　年　　　月　　　日現在）

	
	主な株主又は出資者
（注）出資比率の高いものから記載し、大企業は【　】に◎を記載してください。６番目以降は「ほか○社」と記載してください。
	
	株主名又は出資者名　
	所在地
	大企業
	出資比率(％)

	
	
	①
	
	
	【　　】
	

	
	
	②
	
	
	【　　】
	

	
	
	③
	
	
	【　　】
	

	
	
	④
	
	
	【　　】
	

	
	
	⑤
	
	
	【　　】
	

	
	
	⑥
	
	

	

	３．役員一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名
シメイ
和暦
年
月
日
性別
会社名
役職名


	

	４．経営状況表（注）直近２期分の実績を記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	
	～
	～

	
	①売上高
	
	

	
	②経常利益
	
	

	
	③当期利益
	
	

	　＊中小基本会計要領の適用：（有・無）

	　＊経営革新計画の取得：（有・無）


（２）事業内容
	１．事業計画名　（注）事業目的を意識した記載にしてください。


	２．事業計画の概要
（注）100字程度で簡潔に記載してください。なお、本項目は採択となった場合に公表することがあります。


	３．事業の具体的な内容


３

	年目
	４年目
	５年目

						
						

	※「経過年数」とは本事業による補助事業終了後の経過年数を示します。
その２：主な工程ごとのスケジュール
（注）具体的な取組内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。　
　　交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したものは補助対象となりませんのでご注意ください。
（内容）
（実施者）
（実施時期）
その３：試作品の開発や設備投資の具体的な取組内容
（注）試作品の開発を行う目的・手段について、課題を解決するための工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な開発内容、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してください。（必要に応じてフロー図の使用も可能です。）


	４．競争力強化の形態との関連性（注）概ね合致する類型のいずれか１つに☑を付してください。
□　小口化・短納期化　　□　ワンストップ化　　□　サービス化　　□　ニッチ分野特化　　□ 生産プロセス強化

	５．２２分野技術との関連性 （注）関連する技術分野に☑を付してください。
□　組込みソフトウェア　□　金　型 　□　冷凍空調 　□　電子部品・デバイスの実装 □　プラスチック成形加工 　□　粉末冶金　　□　溶射・蒸着　　□　鍛　造 　□　動力伝達 　□　部材の締結 　□　鋳　造 　
□　金属プレス加工 　□　位置決め 　□　切削加工　　□　繊維加工 　□　高機能化学合成 　□　熱処理　
□　溶　接　　□　塗　装　　□　めっき 　　□　発　酵　　□　真　空


（３）補助金又は委託費の交付を受けた実績説明
（事業の重複を確認するためのものです。該当案件がある場合のみ記載してください。）
	事業名称及び
事業概要
	

	事業主体
（関係省庁等）
	

	テーマ名
	

	補助・委託額
	　万円

	実施期間
	


（注１）本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した特殊法人等の外郭機関を含む）によ
　　　る研究開発制度・事業（委託費・補助金等）において、申請時点から「過去５年以内に実施済」又は「現在実施中」若しくは「現在申請中」及び「今後申請予定」とされているもののうち、本事業計画と類似した事業内容（同一実施者の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思われるもの又はその恐れがあるものについて記載してください。
（注２）複数案件がある場合は案件ごとに本表を複製して作成してください。
（４）経費明細表
　　　本事業全体の経費支出（事業に要する経費支出を伴う中小企業の経費支出の合計）を記載してください。
　　補助金交付申請額の上限は、１，０００万円です。
経費配分内訳　（単位：円）

[image: image1.emf]経費区分

事業に要する経費

（Ａ　消費税込みの額）

補助対象経費

（Ｂ　消費税抜きの額）

補助金交付申請額

（Ｂ×２／３以内）

積算基礎

　原材料費

　機械装置費  

　直接人件費

　技術導入費  

　外注加工費

　委託費  

　知的財産権関連経費  

　運搬費  

　専門家旅費  

　専門家謝金  

　雑役務費  

合計  

本事業の業種（日本標準産業分類、中分類）


（注１）「経費区分」は、原材料費、機械装置費、直接人件費、技術導入費、外注加工費、委託費、知的財産権関連経費、運搬費、専門家旅費、　専門家謝金、雑役務費をいいます。
（注２）「事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味し、ここでは消費税を加算した金額を記載してください。
（注３）「補助対象経費」とは、「事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費税を差し引いた金額を記載してください。なお、汎用性があり目的外使用になり得るもの（例えば、パソコン、プリンタなどの購入やインターネット回線使用料）については「事業に要する経費」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費」にはなりません。
（注４）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率（２／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。
（注５）計上された補助対象経費について、本事業に採択された事業者は、補助金の交付申請時に必要に応じて、経費の内容・信ぴょう性が確認できる書類（見積書、カタログ、仕様書等）の提出を行っていただきます。
（注６）「経費区分」には上限が設定されているものがあります。詳細については、４ページから６ページの「補助対象経費」を参照してください。
（５）　資金調達内訳
※　補助金の支払は、原則として事業終了後の精算払となります。事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要がありますので、当初の資金調達について伺います。
	＜事業全体に要する経費調達一覧＞

	区　　　　　分
	事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	　
	　

	補　　助　　金
	　
	　

	借　　入　　金
	　
	　

	そ　　の　　他
	　
	　

	合　　計　　額
	　　　　
	　


	
	＜補助金相当額の手当方法＞
区　　　　　分
事業に要する経費(円)
資金の調達先
自　己　資　金
　
　
借　　入　　金
　
　
そ　　の　　他
　
　
合　　計　　額
　
　



本事業の経理担当者の役職名・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成２５年　　月　　日
宮城県地域事務局長   殿　
認定支援機関
住　　所
電話番号
名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　印
平成２４年度ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業に係る
競争力強化についての確認書
下記の事業者が作成した事業計画書について、以下のとおり競争力強化に資することが見込まれることを確認します。
記
1． 事業者名
2． 事業計画名
3． 試作開発、設備投資の別
□試作開発＋設備投資　□試作開発のみ　□設備投資のみ
4． 事業類型
□小口化・短納期化　　□ワンストップ化　　□サービス化　　□ニッチ分野特化　　□ 生産プロセス強化
5． 確認事項
	競争力の強化が見込まれる事項
	主たる理由（事業計画に対する改善提案の経緯等も記載してください。）

	①　生産コスト面での競争力強化が期待できる
	

	②　技術面（製造・製品）での競争力強化が期待できる
	

	③　製造能力面（リードタイムを含む）での競争力強化が期待できる
	

	④　品質、性能、機能、デザイン等の面での競争力強
　化が期待できる
	

	⑤　製品等に新規性があり市場訴求力の高さが期待で
　きる
	

	⑥　対象とする市場について今後の進展が期待できる
	

	⑦　ユーザー（市場・消費者等を含む）のニーズを捉
　えた開発・投資で販売の進展が期待できる
	

	⑧　資金計画の確実性（金融機関からの理解が得られ
　ている等）が期待できる
	

	⑨　その他（　　　　　　）
	


※　競争力の強化が見込まれる事項（上位３項目まで）をあげ、その理由を記載してください。
※　提案事業の客観的評価がある場合（提案事業の技術や手法等について、公的機関又はこれに準ずる機関からの技術評価やビジネス評価を受けている場合、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新計画の承認を受けている場合など）や提案事業の実施に当たり認定支援機関による支援を予定している場合には、その内容を「⑨その他」欄に記載してください。
※　上記の代表者名欄に記入する氏名は、本書を確認する認定支援機関の内部規定等により判断してください。
　会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜提出書類チェックシート＞
※提出漏れがないかチェックを入れ、同封してください。
	事業計画名： 
	提出
部数
	CD-R等
格納

	
	チェック欄
	提出書類

	
	

	申請書類
	□
	様式１
（ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金計画書の提出について）
	正本１部、
副本５部
	○

	
	□
	様式２（事業計画書）
（１）応募者の概要
（２）事業内容
（３）補助金又は委託費の交付を受けた実績説明
（４）経費明細表
（５）資金調達内訳
	正本１部、
副本５部
	○

	
	□
	認定支援機関確認書
	１部
	○

	
	□
	決算書
（直近２年間の貸借対照表及び損益計算書）
※これらの書類がない設立後２年未満の企業は、決算書に加えて事業計画書及び収支予算書を提出
	６部
	－

	
	□
	商業登記簿謄本又は定款
※提出日より３ヶ月以内に発行された謄本
	正本１部、
副本５部
	－

	
	□
	会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット（任意）
	６部
	－

	
	□
	様式１に応募者の代表者印が押印されていること。
（※電子媒体に収録するファイルには印は不要です。）
	－
	－

	電子媒体
	□
	ＣＤ－Ｒ等
※９ページの【ＣＤ－Ｒ等へのデータの収録方法】をご確認
	１
	－

	
	□
	提出する①申請書類の正本とＣＤ－Ｒ等に格納した内容が一致していること
	－
	－

	事務書類
	□
	提出書類チェックシート
	１
	－

	その他
	□
	計画書の下中央に通しページが付されていること。
	－
	－


※1　提出書類に不備のある場合、審査対象とならないことがありますのでご注意ください。
※2　提出書類は審査、契約、管理、確定、精算といった一連の業務遂行のためにのみ利用し、提案者の秘密は保持します。
※3　提出書類の返却はいたしませんので、必ず、正本の控えを保持してください。
※4　ファイルの背表紙と表紙に「事業計画名」「応募者名」及び正副の別を記入してください。
※5　電子媒体（ＣＤ－Ｒ等）には「事業計画名」と「応募者名」をラベル表紙に印字又は記載してください。
受付番号








様式１





本社の所在地を記載してください。


ただし、「本社の所在地」と「補助事業の主たる実施場所」が異なる場合は２段書で両方の所在地を記載してください。


※申請する地域事務局は「補助事業の主たる実施場所」の地域事務局です。





様式２





認定支援機関確認書








- 1 -

Sheet1

		本事業の業種（日本標準産業分類、中分類） ホン ジギョウ ギョウシュ ニホン ヒョウジュン サンギョウ ブンルイ チュウブンルイ

		経費区分 ケイヒ クブン		事業に要する経費
（Ａ　消費税込みの額） ジギョウ ヨウ ケイヒ ショウヒゼイ コ ガク		補助対象経費
（Ｂ　消費税抜きの額） ホジョ タイショウ ケイヒ ショウヒゼイ ヌ ガク		補助金交付申請額
（Ｂ×２／３以内） ホジョキン コウフ シンセイガク イナイ		積算基礎 セキサン キソ

		　原材料費 ゲンザイリョウヒ

		　機械装置費 キカイ ソウチ ヒ		 

		　直接人件費 チョクセツ ジンケンヒ

		　技術導入費 ギジュツ ドウニュウヒ		 

		　外注加工費 ガイチュウ カコウヒ

		　委託費 イタクヒ		 

		　知的財産権関連経費 チテキ ザイサンケン カンレン ケイヒ		 

		　運搬費 ウンパンヒ		 

		　専門家旅費 センモンカ リョヒ		 

		　専門家謝金 センモンカ シャキン		 

		　雑役務費 ザツ エキム ヒ		 

		合計 ゴウケイ		 






